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【特定事業者・中小事業者】

環境生活部ゼロカーボン推進局気候変動対策課
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１．調査の概要

●目的
現行の排出量報告制度の効果・改善点と中小企業向け「任意の簡易報告制度」を検討するにあたり、関係す

る事業者の方々にアンケートを実施。

●対象・依頼方法

関連制度 対象

事業者温室効果ガス報告制度(報告義務)
特定事業者

（エネルギー1500ＫＬ以上使用事業者、自動車運送事業者など）

簡易任意報告制度（任意報告)
特定事業者以外の事業者

※本調査では「中小事業者」としています。

●調査期間

道内に事業所を持つ以下の事業者に対してアンケートを依頼。

令和４年１０月１４日（金) ～ 令和４年１１月１１日（金)

●回答数

特定事業者：２３２件 中小事業者：２８８件 合計：５２０件
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【特定事業者】本報告制度による成果・効果

17.2%

33.6%30.6%

10.3%

8.2%

Q２ 本制度は自社の排出削減に効果があったか

効果があった

やや効果があった

わからない

あまり効果がなかった

効果がなかった

30.6%

46.6%

9.9%

7.8%
5.2%

Q３ 本制度は自社の排出削減の検討のきっかけとなるか

そう思う

ややそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

わからない・その他（自由記載）

21.6%

45.7%

19.0%

10.8%
3.0%

Q４ 本制度は社内の機運醸成や理解の促進につながるか

そう思う

ややそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

わからない・その他（自由記載）

38.4%

44.0%

9.5%
6.9%1.3%

Q１ 本制度により自社の排出削減の取組が促進されるか

そう思う

ややそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

わからない・その他

Q１.本制度により自社の排出削減の取組が促進されるか

Q４.本制度は社内の機運醸成や理解の促進につながるか

Q２.本制度は自社の排出削減に効果があったか

Q３.本制度は自社の排出削減の検討のきっかけとなるか
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【特定事業者】本制度の改善点、報告の動機付けとなる施策

63.8%
47.8%

37.5%
12.9%

9.9%
6.5%

効果的な削減事例の情報提供

業種別の排出量の状況等報告結果を分かりやすくまとめたデータ開示

電子による提出や国に併せた提出時期など、報告形態の改善

報告を道が証明又は認める書類等（受付済などの旨の書類等）の発行等

その他（自由記載）

第三者による排出削減量や取組内容の確認審査による信頼性向上

0.0% 50.0% 100.0%

Q５ より効果的な制度にするために必要な改善（複数回答）

72.4%

38.4%

25.9%

22.0%

6.5%

省エネ設備導入等への補助や融資

排出削減に関するセミナーや勉強会等の開催

省エネ診断への助成

道による排出削減の相談窓口の設置やサポートの充実

その他（自由記載）

0.0% 50.0% 100.0%

Q６ 排出削減の意欲向上や動機付けにつながる施策（複数回答）Q６.排出削減の意欲向上や動機付けにつながる施策（複数回答）

Q５.より効果的な制度にするために必要な改善（複数回答）
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【特定事業者】公表の効果・改善点、他社の参考となる情報

83.6%

45.3%

38.4%

26.3%

3.0%

排出削減の効果的な事例

再エネの導入措置や目標の設定

温室効果ガスの排出の状況や削減目標

温室効果ガス吸収源に関する取組

その他（自由記載）

0.0% 50.0% 100.0%

Q９ 他社のどのような情報を把握できれば、自社の排出削減につながるか（複数回答）

57.8%

49.1%

44.4%

15.9%

4.7%

業種別の削減量や取組状況等のわかりやすい資料の公表

自社の排出量が同業他社と比較した場合の相対的な位置付けがわかるような公表

経年変化がグラフ等で分かりやすく示されるような公表

二次的利用が可能なファイル形式（エクセル等）による公表（オープンデータ）

その他（自由記載）

0.0% 50.0% 100.0%

Q８ どのような公表方法の改善が、取組の促進につながるか（複数回答）

45.7%

43.5%

36.6%

32.8%

6.9%

他社の排出削減等の取組例を参考にできる

自社の企業価値や信頼性の向上につながる

自社の削減取組内容や温暖化対策をアピールできる

他社の排出量を把握できる

その他（自由記載）

0.0% 50.0% 100.0%

Q７ これまでの計画書等の公表は、どのような効果があったと考えるか（複数回答）Q７.これまでの計画書等の公表は、どのような効果があったと考えるか（複数回答）

Q８.どのような公表方法の改善が、取組の促進につながるか（複数回答）

Q９.他社のどのような情報を把握できれば、自社の排出削減につながるか（複数回答）
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【中小事業者】排出量の把握状況、成果・効果、匿名の希望

33.0%

67.0%

Q１ 温室効果ガス排出量を把握しているか

把握している

把握していない

34.0%

49.7%

7.3%
3.8%5.2%

Q２ 算定・把握することで取組のきっかけ、促進されるか

そう思う

ややそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

わからない・その他（自由記載）

41.7%

28.1%

14.6%

11.8%
3.5%

Q３ 匿名を希望するか選択できた方が良いか

そう思う

ややそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

わからない・その他（自由記載）

Q３.匿名を希望するか選択できた方が良いか

Q２.算定・把握が削減のきっかけ、取組の促進となるかQ１.温室効果ガス排出量を把握しているか
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【中小事業者】現在の報告制度の改善点

69.1%

38.2%

37.5%

35.1%

4.9%

報告できる制度を知らなかった

排出量の算出方法がわからなかった

報告書等を提出するのが手間だった

報告書等を提出するメリットがなかった

その他（自由記載）

0.0% 50.0% 100.0%

Q４ 現行条例でも任意で報告できるが、提出が少ない理由（複数回答）

62.8%

59.4%

57.3%

45.8%

6.6%

エネルギー使用量の入力により温室効果ガスの排出量が簡易に算出されるもの

報告項目の記載内容が少なく選択式の項目により容易に作成ができるもの

回答フォーム等によるウェブにより簡単に提出できるもの

報告することにより事業者へのメリットにつながるもの

その他（自由記載）

0.0% 50.0% 100.0%

Q５ どのような制度であれば報告書を提出したいか（複数回答）

Q４.現行条例の任意報告制度の提出が少ない理由（複数回答）

Q５.どのような制度であれば報告書を提出したいか（複数回答）
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【中小事業者】効果的な公表方法、動機付けとなる施策

50.3%

49.3%

44.4%

22.2%

13.5%

業種別の削減量や取組状況等のわかりやすい資料の公表

自社の排出量が同業他社と比較した場合の相対的な位置付けがわかるような公表

経年変化がグラフ等で分かりやすく示されるような公表

二次的利用が可能なファイル形式（エクセル等）による公表（オープンデータ）

その他（自由記載）

0.0% 50.0% 100.0%

Q６ 効果的な排出削減の取組の促進に繋がる公表方法（複数回答）

67.0%

37.2%

31.9%

29.2%

14.6%

省エネ設備導入等への補助や融資

排出削減に関するセミナーや勉強会等の開催

省エネ診断への助成

道による排出削減の相談窓口の設置やサポートの充実

その他（自由記載）

0.0% 50.0% 100.0%

Q７ 排出削減の意欲向上や動機付けにつながる施策（複数回答）

Q６.効果的な排出削減の取組の促進につながる公表方法 （複数回答）

Q７.排出削減の意欲向上や動機付けにつながる施策（複数回答）


